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北朝鮮に対する措置に伴う税関の対応について 

 

今般の北朝鮮による核実験に係る我が国の対応として、平成 18 年 10 月 11 日

に開催された安全保障会議において、①北朝鮮船籍船舶の入港禁止、②北朝鮮

からの輸入禁止、③北朝鮮籍を有する者の入国の原則禁止等の措置を発動する

ことが決定され、本日（10 月 13 日）、「特定船舶の入港の禁止に関する特別措置

法に基づく特定船舶の入港禁止措置に関する閣議決定の変更について」及び「外

国為替及び外国貿易法に基づく北朝鮮に係る対応措置について」が閣議決定さ

れたところである。 

上記決定を受けて、これらの措置を的確に実行するため、税関においては、

下記により実施されたい。 

 

記 

 
１．北朝鮮船籍船舶の入港禁止 
「特定船舶の入港の禁止に関する特別措置法に基づく特定船舶の入港禁止

措置に関する閣議決定の変更について」の告示が別紙１のとおり本日付で公示

されたので、北朝鮮船籍船舶に対し、とん税等の納付を確認したうえで、速や

かに関税法第 17条の規定に基づく出港を許可するとともに、関係官庁と連携
し、10月 14日までに確実に出港させること。併せて、10月 14日以降に入港
するすべての船舶について、北朝鮮船籍船舶ではないことを船舶国籍証書等に

より確認すること。 
 
２．北朝鮮からの輸入禁止 
  北朝鮮に対する輸入禁止措置を実施するための輸入公表の一部を改正する

告示等が本日付で公示され、10月 14日から実施される予定である。 
税関においては、経済産業省貿易経済協力局長からの通知（別紙２）をも

踏まえ、関係官庁との連携を密にし、本輸入規制措置の実行を確保すること。

特に、第三国を経由した北朝鮮産品の迂回輸入がなされることのないよう、

周辺国から輸入される貨物等に係る原産地の確認など、厳正な審査・検査を

実施すること。 



 
３．税関行政の厳格な執行 
税関行政の執行に当たっては、テロ対策、大量破壊兵器の不拡散等の観点

から、従来から、輸出通関における厳正な他法令確認、要注意国との輸出入

者等を対象とした輸出入事後調査の的確な実施及び出入国旅客等に対する携

帯品の的確な検査の実施を図ってきたところであるが、今般の措置の実施を

踏まえ、これらの業務を一層厳正かつ的確に実施するとともに、関係省庁や

関係機関との緊密な情報交換及び連携並びに通関業者、船舶代理店等関係業

者などからの情報収集について、一層の充実を図ること。 
 


















